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『社会保障制度を通じた世代間利害対立の克服』 

         -シルバー民主主義を超えて- 

 
 
「社会保障と税の一体改革」の大きな課題の 1 つとして、高齢化社会でも持続可能な社

会保障制度の構築がある。しかし、その最大の障害となるものが、世代間の給付と負担の

格差の拡大である。年金制度は世代間の助け合いの仕組みであり、過去の高い経済成長期

には、豊かな勤労世代から貧しい高齢世代への所得移転は、社会全体の所得格差を縮小さ

せる機能を果たしてきた。しかし、今後の低成長期には、そうした暗黙の前提は、もはや

成り立たず、また、高齢者家計は平均的な家計と比べて決して貧しくはない。それにもか

かわらず、政治的に大きな力と見なされる高齢世代の利益に配慮し、その負担増となるよ

うな制度改革を先送りする政治手法が用いられている。しかし、高齢世代と現役世代との

間の利益の対立を避け、強調して問題の解決を図る手段はないのだろうか。 
このような問題意識のもと、NIRA では「世代間公平性プロジェクト」を立ち上げ、本モ

ノグラフは、このプロジェクトの中間報告として、世代会計の手法を用いた世代間格差の

数量分析を行った。その主要な結果は以下のとおりである。 
 
第 1 に、社会保障制度の現状は、高齢化に比例して増える支出と景気停滞を反映して横

ばいの社会保険料収入との差を一般会計の社会保障関係費で埋めており、この大部分を国

債発行で賄っている。この結果、2010 年の国と地方を合わせた政府の債務残高は GDP の

約 2 倍の水準に達している。しかし、すでに生じている年金基金の大幅な積立不足や、そ

れが将来さらに増加するなどの「簿外債務」を考慮した「異時点間の公的債務（IPL）」の

指標でみた公的債務残高は、GDP の 4.5 倍と公表されたものよりもはるかに高い水準とな

り、この解消が長期的な政策目標となる。（本文 5～6 頁参照） 
 
第2に、現行の社会保障制度を通じて累積した公的債務は、それを償還しなければならな

い次の世代に大きな負担を強いるという「世代間格差」を引き起こす。ここで、現在世代

の内の引退世代と現役世代の格差だけでなく、現在世代と（まだ生まれていない）将来世
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代とのものも含めた「2つの世代間格差」を明確に区別する必要があり、それらの大きさを

「生涯純税負担率」の概念を用いて分析した。この結果、現在世代の内、例えば0歳の純負

担率は15.3％と、65歳と比べて4％ポイント程度高いという格差が生じているが、他方で、

将来世代は平均して48％程度と、生涯所得の半分近くを純負担として持っていかれてしま

うなど、いっそう深刻な状況にある（図1、図2参照）。これは世代間の公平性に欠けるだ

けでなく、将来の年金制度の持続性を危うくする主要な要因であり、それに備えて高齢者

が金融資産を蓄えなければならないと考える一因とも考えられる。（本文2～5頁参照） 
 
第3に、今回の「一体改革」で予定されている消費税率の10％への引き上げは、高齢者世

代にも応分の負担を求める点で、世代間格差の改善に資するものとなる。他方で、増税分

をより長い期間負担する若年世代の負担も同時に高めるとともに、現世代と将来世代との

間の世代間格差の縮小には、8％ポイントの効果しかない。こうした手法で、将来世代と現

役世代と純負担率の格差を完全に解消するためには、消費税率を10％からさらに26％まで

高める必要がある。これが現実的でないとすれば、年金支給開始年齢の引き上げや経済成

長スライド実施等の手法で、給付水準自体の引き下げについての検討も必要とされる。（本

文2～5頁参照） 
 
第 4 に、高齢者の選挙における投票率の高さから、近い将来に、社会保障の受益者であ

る高齢者の政治力が負担者を上回る事態も予想される。都道府県別に推計した老人福祉費

の水準は、各々の高齢者比率と正の相関があるなどすでに「シルバー民主主義」の兆候が

見られている。しかし、長期的に見れば、現役世代と高齢世代との利害対立は避けられな

いものではない。政治的に大きな影響力を持つ高齢者の行動は平均以上に利他的であり、

将来世代への配慮も大きい。（本文 9～15 頁参照） 

 
仮に、近い将来の社会保障制度破綻のリスクを十分に認識すれば、高齢者にも理解を得

られる社会保障制度改革は不可能ではない。こうした手法を通じて、今後、世代間の調和

への道を探ることが、本プロジェクトの今後の課題である。 
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図 1 2010 年基準の生涯純税負担率の推計結果（現在世代） 

 
図表 2 2010 年基準の生涯純税負担率の推計結果（将来世代） 

 
＊本報告書の全文は NIRA ホームページでご覧いただけます。 
NIRA 研究報告書『社会保障制度を通じた世代間利害対立の克服－シルバー民主主義を超え

て－』http://www.nira.or.jp/pdf/monograph34.pdf 
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